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別添１ 



中東情勢の緊張の高まりに端を発した国内経済への影響に関しては、関係閣僚会議など

を通じた総理のリーダーシップのもと、資材供給の円滑化や価格高騰対策をはじめ、様々

な対策を迅速に講じていただいており、こうしたご尽力に対し、心から敬意を表します。 

一方、影響が顕在化し始め、約５か月経過した今なお、県内事業者からは、「必要な資

材が納品されず、業務に支障が出ている」「価格高騰が続いている」といった切実な声が

聞かれるなど、抜本的な状況改善が見通せず、依然、県内事業者の懸念は払拭されていな

い状況です。 

こうした問題意識のもと、岐阜県では去る５月に、国に対し、いち早く「中東情勢に関

する緊急要望」を行いました。その中で、本県独自の項目である「流通の目詰まり解消に

向けた資材備蓄の取組」につきましては、より具体的かつ実効性のある制度提案とするた

め、商工、土木、建築、農林業、医療、福祉等の幅広い分野の業界団体へのヒアリングを

重ね、先進事例の調査を実施しました。 

業界団体からは、自らが物資・資材を確保するといった取組への支援に加え、国が主体

となって資材やナフサ等原油の備蓄等を実施することを求める声も多く聞かれ、流通の目

詰まり解消及びその防止には、国と地域が一体となって様々な取組を進めていくことが重

要であると改めて認識したところです。 

一定程度の物資・資材を平時から確保・備蓄しておく取組を進めることは、在庫を持た

ない効率性重視のビジネスモデルを見直すまたとない機会であり、近い将来発生が懸念さ

れる南海トラフ地震などへの備えとしても有効であると考えます。 

加えて、先般策定された「経済財政運営と改革の基本方針 2026」の重要項目の一つであ

る「経済安全保障の強化」とも方向性を一にするものです。 

このため、今月にもとりまとめが予定されている「エネルギー需給構造強靭化のための

総合パッケージ」への反映も念頭に、中東情勢を踏まえた物資・資材確保体制の強化及び

安定供給に向けた下記の施策について、御検討をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 地域の業界団体による物資・資材確保体制構築に係る支援 

  「流通の目詰まり」が生じやすい産業構造の改善を図るため、組合など

地域の中立的な業界団体が中心となって行う、平時からの物資・資材確保

に向けた以下の取組に対し、財政面等から支援すること。 

（１）地域の業界団体が平時から物資・資材を確保・備蓄し、緊急時には

地域の事業者に合理的な価格で供給する取組。   【業界団体備蓄型】 

（２）メーカーや卸売事業者が保管・管理を行う前提で、地域の業界団体

が平時から確保している物資・資材について、緊急時には地域の事業

者に合理的な価格で供給する、いわゆる流通備蓄の取組。【流通備蓄型】 

（３）地域の業界団体が中心となり、各事業者の在庫状況を平時から把握

し、緊急時に事業者間で物資・資材を融通し合う体制を整備する取組。 

【事業者相互融通型】 



  加えて、国際的な情勢不安や災害時における資材不足は、あらゆる分野・

業種で発生しうる共通の課題である。このため、物資・資材確保に係る支

援制度の創設にあたっては、特定の分野・業種に限定することなく、幅広

い分野で活用が可能となる、柔軟な支援策とすること。 

 

２ 国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策の実施 

今回の中東情勢の影響を受けた石油由来製品等の流通の目詰まり解消

や、今後発生しうる同様の事態を防止するため、国において以下の取組の

実施を検討すること。 

（１）医療用資材において既に実施されている、平時から国が物資・資材

を確保し、緊急時においてニーズに応じて放出を行う取組の拡充。 

                         【物資・資材等国家備蓄型】 

（２）現行の石油備蓄法や経済安全保障推進法において備蓄の対象外とさ

れる、ナフサやその中間財などの原料等についても、法改正により対

象とするなど、官民が連携して備蓄し、緊急時に備える取組。             

                       【原油等国家備蓄型】  

（３）シンナー・塗料等において今回実施された、緊急時に国から直接販

売を行う取組の拡充。 

 【国（メーカー）直販型】 

（４）コロナ禍において、高力ボルトの在庫が枯渇した際に国が実施した、

重複発注や水増し発注を抑制するための手法（標準的な発注様式を作

成し、業界全体の受発注方法を共通ルール化）を用いた緊急時の適正

発注の取組。                  【適正発注促進型】 

 

３ 企業主体の物資・資材確保体制構築に係る支援 

今後発生しうる物資・資材の流通の目詰まりを防止するため、サプライ

チェーンの中で、平時から委託事業者が中小受託事業者の物資・資材を備

蓄する取組に対し、財政面等から支援すること。 

【サプライチェーン備蓄型】 



中小企業庁長官 

 野原 諭 様 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

中東情勢を踏まえた物資・資材の 

確保体制強化及び安定供給に向けた提案 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月 

 

岐阜県知事 江崎 禎英 
  



中東情勢の緊張の高まりに端を発した国内経済への影響に関しては、関係閣僚会議など

を通じた総理のリーダーシップのもと、資材供給の円滑化や価格高騰対策をはじめ、様々

な対策を迅速に講じていただいており、こうしたご尽力に対し、心から敬意を表します。 

一方、影響が顕在化し始め、約５か月経過した今なお、県内事業者からは、「必要な資

材が納品されず、業務に支障が出ている」「価格高騰が続いている」といった切実な声が

聞かれるなど、抜本的な状況改善が見通せず、依然、県内事業者の懸念は払拭されていな

い状況です。 

こうした問題意識のもと、岐阜県では去る５月に、国に対し、いち早く「中東情勢に関

する緊急要望」を行いました。その中で、本県独自の項目である「流通の目詰まり解消に

向けた資材備蓄の取組」につきましては、より具体的かつ実効性のある制度提案とするた

め、商工、土木、建築、農林業、医療、福祉等の幅広い分野の業界団体へのヒアリングを

重ね、先進事例の調査を実施しました。 

業界団体からは、自らが物資・資材を確保するといった取組への支援に加え、国が主体

となって資材やナフサ等原油の備蓄等を実施することを求める声も多く聞かれ、流通の目

詰まり解消及びその防止には、国と地域が一体となって様々な取組を進めていくことが重

要であると改めて認識したところです。 

一定程度の物資・資材を平時から確保・備蓄しておく取組を進めることは、在庫を持た

ない効率性重視のビジネスモデルを見直すまたとない機会であり、近い将来発生が懸念さ

れる南海トラフ地震などへの備えとしても有効であると考えます。 

加えて、先般策定された「経済財政運営と改革の基本方針 2026」の重要項目の一つであ

る「経済安全保障の強化」とも方向性を一にするものです。 

このため、今月にもとりまとめが予定されている「エネルギー需給構造強靭化のための

総合パッケージ」への反映も念頭に、中東情勢を踏まえた物資・資材確保体制の強化及び

安定供給に向けた下記の施策について、御検討をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 地域の業界団体による物資・資材確保体制構築に係る支援 

  「流通の目詰まり」が生じやすい産業構造の改善を図るため、組合など

地域の中立的な業界団体が中心となって行う、平時からの物資・資材確保

に向けた以下の取組に対し、財政面等から支援すること。 

（１）地域の業界団体が平時から物資・資材を確保・備蓄し、緊急時には

地域の事業者に合理的な価格で供給する取組。   【業界団体備蓄型】 

（２）メーカーや卸売事業者が保管・管理を行う前提で、地域の業界団体

が平時から確保している物資・資材について、緊急時には地域の事業

者に合理的な価格で供給する、いわゆる流通備蓄の取組。【流通備蓄型】 

（３）地域の業界団体が中心となり、各事業者の在庫状況を平時から把握

し、緊急時に事業者間で物資・資材を融通し合う体制を整備する取組。 

【事業者相互融通型】 



  加えて、国際的な情勢不安や災害時における資材不足は、あらゆる分野・

業種で発生しうる共通の課題である。このため、物資・資材確保に係る支

援制度の創設にあたっては、特定の分野・業種に限定することなく、幅広

い分野で活用が可能となる、柔軟な支援策とすること。 

 

２ 国による流通の目詰まり解消及び目詰まりを防止する施策の実施 

今回の中東情勢の影響を受けた石油由来製品等の流通の目詰まり解消

や、今後発生しうる同様の事態を防止するため、国において以下の取組の

実施を検討すること。 

（１）医療用資材において既に実施されている、平時から国が物資・資材

を確保し、緊急時においてニーズに応じて放出を行う取組の拡充。 

                         【物資・資材等国家備蓄型】 

（２）現行の石油備蓄法や経済安全保障推進法において備蓄の対象外とさ

れる、ナフサやその中間財などの原料等についても、法改正により対

象とするなど、官民が連携して備蓄し、緊急時に備える取組。             

                       【原油等国家備蓄型】  

（３）シンナー・塗料等において今回実施された、緊急時に国から直接販

売を行う取組の拡充。 

 【国（メーカー）直販型】 

（４）コロナ禍において、高力ボルトの在庫が枯渇した際に国が実施した、

重複発注や水増し発注を抑制するための手法（標準的な発注様式を作

成し、業界全体の受発注方法を共通ルール化）を用いた緊急時の適正

発注の取組。                  【適正発注促進型】 

 

３ 企業主体の物資・資材確保体制構築に係る支援 

今後発生しうる物資・資材の流通の目詰まりを防止するため、サプライ

チェーンの中で、平時から委託事業者が中小受託事業者の物資・資材を備

蓄する取組に対し、財政面等から支援すること。 

【サプライチェーン備蓄型】 

 


